（各課様式１）

予算要求資料
令和２年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費　項：畜産業費　目：家畜保健衛生費　　　
	事業名　新ＣＳＦ対策・養豚業再生支援センター（仮称）設置事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　農政部家畜伝染病対策課感染予防対策係　電話番号：058-272-1111（内2907 ）

　　　　　　　E-mail： c11450@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　    15,000千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	   0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	15,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	15,000

	決定額
	12,470
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,470


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　豚コレラ（CSF）ワクチン接種を開始した現在、県内養豚業の再生支援が急務となっている。このため、アフリカ豚コレラ（ASF）の国内侵入にも備えた農場のバイオセキュリティ向上、発生農場の経営再開など県内養豚業の再生に向けた支援をワンストップで展開する仕組みを構築する。
（２）事業内容

　　岐阜県畜産協会に支援拠点を設置し、飼養衛生管理の向上及び養豚農家の再開支援のため、以下の取り組みを展開する。
　　①飼養衛生管理の手引き（事例集、管理マニュアル集）の作成
　　　　先進養豚施設や類似養豚施設を参考に、飼養衛生管理の推奨事例集や農場における飼養衛生管理マニュアル集を作成するとともに、手引きに基づく講習会を開催することで、農場のバイオセキュリティ向上を図る。

　　②経営再開支援相談窓口の設置
再開支援相談窓口の設置し、発生農家の経営再開及び養豚農家の経営安定化に向けた計画策定をコーディネートし、関連するハード・ソフト事業の推進により、養豚業の再生をワンストップで支援する。
　　③地域一体となった取り組みの促進
　　　　生産者、市町村等が参加する「地域防疫を考える会」を地域ごとに開催。
（３）県負担・補助率の考え方

　　県負担（一般財源）
　　補助率：定額（10/10）
（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	15,000
	飼養衛生管理の手引きの作成・講習会等の開催　　　3,612千円
再開支援相談窓口の設置　　　　　　　　　　　　　8,787千円
諸経費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,601千円

	合計
	15,000
	


	　決定額の考え方　

  所要額を精査し計上します。



４　参考事項
（１）国・他県の状況

　　国において、家畜伝染病予防法の見直しが行われる中で、ASF対策を含め、養豚農家に対し、さらなる飼養衛生管理の向上を求めている。
（２）後年度の財政負担
　　養豚農家が経営再開し、CSF発生以前の経営状態に戻るまでの令和3年度まで継続実施。
（３）事業主体及びその妥当性
　　事業主体：（一社）岐阜県畜産協会
　　　（一社）岐阜県畜産協会は、畜産農家の経営安定のための経営分析を行うとともに、畜産に関する生産の振興及び経営技術の支援指導を行うなど、養豚農家の経営に関する見識を広く持ち合わせている。
事業評価調書（県単独補助金除く）

	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　CSF発生農家の経営再開を支援し、令和3年度末までに全農家がCSF発生以前の経営状態に回復させる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	CSF発生農家の経営再開率
	10.5％（R1）
	（R  ）
	（R  ）
	50%
（R1 ）
	　100％
（R3 ）
	100％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　養豚業再生支援補助金を創設し、豚導入時の経費や消毒資材の整備に対する助成等を行い、経営再開の促進を図った。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　豚導入時の経費等の助成を行うことで、経営再開が促進されるとともに、消毒資材の整備により飼養衛生管理の強化が図られた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　〇

	発生農家の再開までには、これまで以上の飼養衛生管理の強化を図る必要があるとともに、繁殖豚の導入から出荷まで長期間を要するなど、安定的な経営状態に回復するまでに多くの課題があることから、県がＣＳＦ対策・養豚業再生支援センター（仮称）を設置し、養豚農家へのサポートを実施する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　－
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

　〇
	経営再開支援コーディネーターに経験豊富な県職ＯＢを配置するなどにより効率化を図る。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　農場の規模等により、飼養衛生の取り組み状況や課題が多様化しており、農場ごとにきめ細やかな対応が必要となっている。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　県内のブランド豚等について、地元の消費者や飲食店関係者から早期の販売再開を望んでいることから、経営再開を進めるにあたっては、CSF等の家畜伝染病に強い養豚経営を図っていく。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	強い畜産構造改革支援事業
【畜産振興課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	養豚施設の整備等と合わせて実施することで効率的な飼養衛生管理の強化が図られる。


